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１．はじめに 





























































US 日本 出所）U.S. Census Bureau、『国民生活基礎調査』（厚生労働省）
 
                                                        






























需要が低下したことが 80 年代における所得格差拡大の原因とされた。1990 年以降のアメリ
カにおける所得格差拡大の特徴は、高所得者、高学歴者の所得が他の所得階層に比べて急
激に高まったこと、高学歴者の中での格差が大きくなったことであると指摘されている2。
Piketty and Saez(2006)によれば、アメリカでは所得上位 0.1％の高額所得者の所得総額が全国





                                                        
1 例えば、Katz and Autor(1999)を参照。 




たことを示している。また、Autor, Katz and Kerney(2006)は、IT 化が二極化をもたらしてい
ると主張している。近年のアメリカにおける所得格差の拡大の理由を、Piketty and Saez(2006)




























                                                        
3 日本における研究は、Moriguchi and Saez(2006)に基づいている。彼らの研究では、2002
年までのデータを用いた分析がなされており、少なくとも 2002 年までは日本の高所得者の
所得独占度は上昇していない。 





















いる（問 44、問 45）。また、所得格差拡大を問題視するか否かについて（問 46）、および所











































所得・収入 資産 消費水準 家庭環境による所得格差
(%)























































所得格差拡大認識 所得格差拡大予想 所得格差拡大問題視 再分配強化支持
(%)
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格差拡大認識 格差拡大予想 格差拡大問題視 再分配強化支持
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格差拡大認識 格差拡大予想 格差拡大問題視 再分配強化支持
(%)































































決定するわけではない。Benabou and Ok (2001)は、当該社会で所得階層間の移動性が高い場
合には、低所得者も（将来高所得者になる可能性を考慮して）所得再分配政策を支持しな




実証研究では Alesina and La Ferrara(2005)があり、彼らは Panel Study of Income 
Dynamics(PSID)を使って所得階層間移動の客観的指標を作成し、階層移動性の高さと再分配













                                                        




























                                                        























れを図示したものを図 10、11 に示した8。 
（日本の推定結果） 
 日本の結果を検討しよう（図 10）。様々な個人属性を同時にコントロールした場合でも、




















































































































































































































































































































































































































































































日本 米国 日本 米国 日本 米国 日本 米国 日本 米国
29歳以下 79.4 87.1 17.1 26.1 23.5 50.6 7.1 28.1 12.1 65.1
30歳代 83.7 88.5 15.3 25.6 20.4 47.1 11.3 28.4 11.0 66.3
40歳代 79.3 87.7 10.2 29.9 15.7 49.0 6.8 30.9 12.0 63.6
50歳代 75.1 89.6 9.3 26.4 12.0 54.0 6.6 26.1 8.8 63.1
60歳代 70.5 90.3 10.4 29.7 11.7 51.1 7.5 26.8 10.5 65.6
70歳以上 65.9 89.6 16.5 35.0 10.6 65.8 11.8 37.9 8.2 74.8
平均 76.6 88.8 11.6 28.6 15.2 52.8 7.8 29.5 10.5 66.1





























 日本 米国 日本 米国 日本 米国 日本 米国 
所得は才能で決まるべきではない
が、才能で決まっている 
23.9 19.9 73.0 59.9  75.1 61.2  72.8  74.0 
所得は学歴で決まるべきではない
が、学歴で決まっている 
52.3 21.2 75.1 55.2  77.3 58.1  77.1  75.5  
所得は運で決まるべきではないが、
運で決まっている 




31.8 32.2 75.8 60.0 80.2 62.8 76.2 79.5 



























所得格差に対する価値観と認識 日本 米国 
所得格差が十分であるべき 19.7 20.6 
将来豊かになる機会が平等にあるべき 69.7 63.7 
最低限度の生活収入が得られるべき 86.0 81.8 
社会は十分に援助するべき 61.9 63.6 
勤労意欲は所得格差で決まる 28.8 25.5 
将来豊かになれる機会は平等にある 15.3 43.0 
最低限の収入が得られぬ人がいる 57.4 66.9 




年齢 ２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳代以上 
日本 9.9 13.7 11.4 16.8 20.2 23.3 
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１ 最大 ２％まで寄付する ２ 最大 ５％まで寄付する ３ 最大１０％まで寄付する 








１ 最大 ２％まで寄付する ２ 最大 ５％まで寄付する ３ 最大１０％まで寄付する 


















選択や努力で決まる １ ２ ３ ４ ５
② 望みの収入や地位が得られるかどうかはその
時々の運によって決まる １ ２ ３ ４ ５
③ 望みの収入や地位が得られるかどうかは生まれ
つきの才能によって決まる １ ２ ３ ４ ５
④ 望みの収入や地位が得られるかどうかは育った
家庭環境によって決まる １ ２ ３ ４ ５
⑤ 望みの収入や地位が得られるかどうかは学歴に
よって決まる １ ２ ３ ４ ５
⑥ 人々の勤労意欲は、十分な所得格差が生じる社会
であるかどうかによって決まる １ ２ ３ ４ ５
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⑦ 今貧しくても、将来豊かになれる機会が社会から
平等に与えられている １ ２ ３ ４ ５
⑧ 勤勉に働いても、最低限度の生活に必要な収入が
得られない人々がいる １ ２ ３ ４ ５
⑨ 生活に困るほど貧しい人たちに対して、社会は十

















選択や努力で決まるべき １ ２ ３ ４ ５
② 望みの収入や地位が得られるか否かはその
時々の運によって決まるべき １ ２ ３ ４ ５
③ 望みの収入や地位が得られるか否かは生まれ
つきの才能によって決まるべき １ ２ ３ ４ ５
④ 望みの収入や地位が得られるか否かは育った
家庭環境によって決まるべき １ ２ ３ ４ ５
⑤ 望みの収入や地位が得られるか否かは学歴によ
って決まるべき １ ２ ３ ４ ５
⑥ 人々の勤労意欲を向上させるために、十分な所
得格差が生じる社会であるべき １ ２ ３ ４ ５
⑦ 今貧しくても、将来豊かになれる機会が社会か
ら平等に与えられるべき １ ２ ３ ４ ５
⑧ 勤勉に働けば、どのような人でも最低限度の生
活に必要な収入が得られる社会であるべき １ ２ ３ ４ ５
⑨ 生活に困るほど貧しい人たちに対して、社会は




































① 所得や収入の格差 １ ２ ３ ４ ５
② 貯蓄・株式・土地住宅などの資産の保有額格差 １ ２ ３ ４ ５
③ 育った家庭環境の違いによる所得格差 １ ２ ３ ４ ５












① 所得や収入の格差 １ ２ ３ ４ ５
② 貯蓄・株式・土地住宅などの資産の保有額格差 １ ２ ３ ４ ５
③ 育った家庭環境の違いによる所得格差 １ ２ ３ ４ ５





１ かなり問題である     ２ やや問題である    
３ どちらともいえない    ４ それほど問題ではない   























１ ２ ３ ４ ５
② 低所得者向け公営住宅の供給を増やす １ ２ ３ ４ ５
③ 年金制度を維持するために、年金の給付水準を抑
制する 
１ ２ ３ ４ ５
④ 年金の給付水準を維持するために、年金の保険料
負担を増額する 
１ ２ ３ ４ ５
⑤ 年金の支給開始年齢を引き上げて、給付水準を維
持する 
１ ２ ３ ４ ５
⑥ 高額所得者が受け取る年金給付額を削減する １ ２ ３ ４ ５




































（１）問８と付問 8-1 で共に確率的に変動する賃金を選択した場合 
（２）問８で確率的に変動する賃金を、付問 8-1 で確実に増加する賃金を選択した場合 
（３）問８で確実に増加する賃金を、付問 8-2 で確率的に変動する賃金を選択した場合 

























γ（相対的危険回避度）の逆数を θ で表し、それらが対数正規分布 
 ) ,(~ln σμθ Nx≡  
にそれぞれ従うと仮定する。ただし、μと σはそれぞれ正規分布の期待値と標準偏差を示す。 
各変数の階級（class、数式では「c」と略す）が１から J まで設定されているとき、サン














  )ln(ln  )(  
ただし、θ jとθ j はそれぞれ分類ｊにおける変数値の上限と下限、Φは標準正規分布の累積
分布関数を表す。その対数値の和によって対数尤度関数 




ln 1c| ,σμL  
を定義する。ただし、 [ ]jci = 1  は個人 i が階級 j に含まれる場合に１、それ以外では０を取
る変数を、I と J はそれぞれ回答者と階級の総数を示す。この尤度関数から最尤推定された




















所得格差拡大認識 3653  0.703 0.457 3025 0.561 0.496  0.143 ***
所得格差拡大予想 3660  0.742 0.438 3010 0.599 0.490  0.143 ***
再分配支持 3652  0.517 0.500 3017 0.453 0.498  0.064 ***
所得格差問題 3537  0.726 0.446 2973 0.738 0.440  -0.012   
所得の決定要因         
選択努力 3737  0.691 0.462 3062 0.858 0.350  -0.166 ***
運 3736  0.478 0.500 3059 0.541 0.498  -0.063 ***
才能 3728  0.297 0.457 3050 0.617 0.486  -0.320 ***
家庭環境 3728  0.381 0.486 3038 0.586 0.493  -0.205 ***
学歴 3727  0.435 0.496 3051 0.792 0.406  -0.357 ***
所得格差勤労意欲 3712  0.292 0.455 3040 0.262 0.440  0.030 ***
機会平等 3732  0.154 0.361 3045 0.440 0.496  -0.286 ***
最低限収入不可能 3733  0.579 0.494 3056 0.683 0.466  -0.104 ***
社会は十分援助 3731  0.130 0.336 3062 0.383 0.486  -0.253 ***
所得決定価値観         
選択努力 3721  0.766 0.424 3051 0.885 0.319  -0.120 ***
運 3727  0.116 0.320 3044 0.286 0.452  -0.170 ***
才能 3712  0.152 0.359 3046 0.524 0.500  -0.372 ***
家庭環境 3725  0.078 0.268 3043 0.296 0.457  -0.219 ***
学歴 3722  0.105 0.307 3038 0.660 0.474  -0.555 ***
所得格差勤労意欲 3706  0.200 0.400 3025 0.213 0.409  -0.013   
機会平等 3714  0.706 0.456 3037 0.655 0.476  0.052 ***
最低限収入不可能 3726  0.869 0.338 3051 0.836 0.370  0.033 ***
社会は十分援助 3718  0.627 0.484 3045 0.652 0.476  -0.025 ** 
         
女性 3763  0.529 0.499 3093 0.563 0.496  -0.035 ***
未婚 3752  0.137 0.344 3081 0.601 0.490  -0.464 ***
未婚女性 3752  0.065 0.246 3055 0.333 0.471  -0.268 ***
無業男性 3763  0.067 0.250 3120 0.124 0.330  -0.057 ***
有業女性 3763  0.333 0.471 3120 0.314 0.464  0.019 * 
無業女性 3763  0.183 0.386 3120 0.189 0.391  -0.006   
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３０歳代 3763  0.166 0.372 2986 0.161 0.368  0.004   
４０歳代 3763  0.216 0.411 2986 0.199 0.400  0.016   
５０歳代 3763  0.271 0.444 2986 0.213 0.409  0.058 ***
６０歳代 3763  0.234 0.424 2986 0.139 0.346  0.095 ***
７０歳以上 3763  0.024 0.152 2986 0.149 0.356  -0.125 ***
         
大学・大学院卒 3632  0.211 0.408 3092 0.353 0.478  -0.143 ***
第２分位世帯所得 3102  0.390 0.488 2870 0.176 0.381  0.214 ***
第３分位世帯所得 3102  0.131 0.337 2870 0.239 0.427  -0.108 ***
第４分位世帯所得 3102  0.184 0.388 2870 0.179 0.384  0.005   
自営業主  3686  0.095 0.294 2741 0.063 0.243  0.033 ***
         
金融資産額 （１００万
円） 
2830  14.444 25.850 2767 28.976 66.023  -14.531 ***
土地・住宅資産額 （１０
０万円） 
3131  22.887 32.124 2942 25.783 36.574  -2.896 ***
失業経験 3700  0.187 0.390 3034 0.228 0.420  -0.041 ***
失業する可能性 3627  0.271 0.444 3025 0.292 0.455  -0.021 * 
消費増加率 3386  1.414 4.288 2878 3.003 3.919  -1.588 ***
所得増加率 3380  -0.619 3.971 2880 1.625 3.726  -2.245 ***
危険回避度（降水確率） 3690  0.501 0.202 2936 0.348 0.298  0.152 ***
相対的危険回避度 3115  10.217 5.992 1779 10.496 5.861  -0.278   
利他的 3633  0.614 0.487 3047 0.781 0.414  0.168 ***
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付表 ２ 格差認識、価値観、再分配支持の決定要因のプロビット推定 
パネル A  日本に関する推定結果（限界効果） 
日本     
 (1) (2) (3) (4) 
 格差認識 格差予想 格差問題視 再分配支持
女性 -0.036* -0.045** 0.036* -0.046* 
未婚 -0.021 0.000 -0.028 0.033 
未婚女性 0.034 0.052 0.039 0.098 
30 歳代 0.004 0.041 -0.032 0.001 
40 歳代 0.071* 0.106*** 0.029 0.040 
50 歳代 0.091** 0.099*** 0.040 0.124** 
60 歳代 0.060 0.070* 0.009 0.155*** 
70 歳以上 0.045 -0.023 0.054 0.164** 
４年制大学・大学院卒 0.118*** 0.081*** -0.000 0.046* 
世帯所得第２分位階層 0.030 0.037* -0.025 0.018 
世帯所得第３分位階層 0.066** 0.090*** -0.068* -0.018 
世帯所得第４分位階層 0.055* 0.059** -0.047 -0.091** 
自営業主 -0.005 -0.013 0.049* -0.007 
金融資産 0.001* 0.0003 -0.001*** -0.001 
住宅・土地資産 -0.0002  -0.001* -0.0001  -0.0005  
失業経験・現在失業 -0.016 -0.028 -0.014 0.010 
失業予想 0.056*** 0.030 0.056*** 0.030 
世帯支出変化率（％） 0.002 0.004* 0.002 0.002 
世帯収入変化率（％） -0.004 -0.005** -0.004 -0.003 
危険回避度（降水確率） -0.026 0.034 -0.001 0.055 
利他的（寄付の意思有） 0.017 0.008 0.047** 0.051** 
Observations 2284 2280 2214 2280 
Psudo R2 0.03 0.03 0.02 0.02 
Log likelihood -1279.52 -1181.95 -1235.26 -1536.81 




パネル B アメリカに関する推定結果（限界効果） 
米国     
 (1) (2) (3) (4) 
 格差認識 格差予想 格差問題視 再分配支持 
女性 -0.075** -0.056 0.068** 0.009 
未婚 -0.090** -0.045 -0.015 0.014 
未婚女性 0.109** 0.055 -0.007 -0.035 
30 歳代 -0.021 0.018 0.012 -0.023 
40 歳代 -0.010 0.010 0.007 -0.029 
50 歳代 0.013 0.002 0.053 0.019 
60 歳代 0.003 -0.011 0.048 -0.049 
70 歳以上 -0.042 -0.085* -0.041 -0.124*** 
４年制大学・大学院卒 0.106*** 0.050** 0.024 0.000 
世帯所得第２分位階層 -0.045 -0.022 -0.027 -0.101*** 
世帯所得第３分位階層 -0.045 -0.023 -0.051* -0.148*** 
世帯所得第４分位階層 -0.063 -0.039 -0.077** -0.211*** 
自営業主 -0.026 -0.028 -0.020 -0.067 
金融資産 0.0001  -0.0001 0.00002  -0.00004 
住宅・土地資産 0.0003  0.0001 -0.0004  -0.001* 
失業経験・現在失業 0.013 -0.001 0.013 0.049* 
失業予想 0.060** 0.056** 0.081*** 0.023 
世帯支出変化率（％） 0.001 0.006** 0.012*** 0.009*** 
世帯収入変化率（％） 0.006* 0.003 -0.003 0.002 
危険回避度（降水確率） -0.009 0.006 0.049 0.089** 
利他的（寄付の意思有） 0.055** 0.079*** 0.114*** 0.064** 
Observations 2014 2010 1976 2013 
Psudo R2 0.02 0.01 0.04 0.04 
Log likelihood -1352.08 -1326.87 -1072.03 -1333.51 
* significant at 10%; ** significant at 5%; *** significant at 1% 
 
 
 
